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VOL.268 2025.03.10 三菱 UFJ 信託銀行 不動産コンサルティング部 

不動産マーケットリサーチレポートでは注目されているトピックスを中心に、不動産マーケットの様子を分析していきます。 

リース会計新基準が企業の不動産戦略に与え得る影響 

• オペレーティング・リース取引のオンバランス化により、投資効果やリスクが可視化さ

れ、財務の透明性が向上する一方で、投資効率の検証が一層厳格化する 

• 借手においては、リースの契約条件をはじめとする不動産戦略の見直しが進む可能性がある 

• 新基準により投資効果の可視化が促進され、国際的な投資家へのアピール機会が広がる

と共に、企業価値向上と持続的成長を後押しする 
会計基準上、リースは「原資産を使用する権利を一定期間にわたり対価と交換に移転する契約又は契約の一部分」と定義され、従来の資産
の賃貸借契約を前提とした取引よりその対象範囲を広く想定しています。本稿は、その中でも不動産リース（不動産賃貸借）を対象に、会

計基準の変更が借手である企業の行動に与える影響について考察したものです。分かりやすさを優先した表現としているため、具体的な会
計処理や会計上の正確な判断については公認会計士、監査法人等の専門家にご確認ください。また、本稿は新基準適用前の想定に基づいて
おり、今後実務での運用や実例の蓄積に伴い、考え方や見解が現在と異なる可能性がありますのでご了承ください。 

オペレーティング・リースがオンバランスに 

2027年 4月以降に開始する事業年度から、リース取引の新たな会計基準（企業会計基準第 34
号。以下「新基準」）が適用される。借手においては、従来の「ファイナンス・リース」と

「オペレーティング・リース」の区分がなくなり、原則すべてのリース取引を使用権資産とリ

ース負債として貸借対照表（B/S）に、使用権資産の減価償却費とリース負債に係る支払利息
を損益計算書（P/L）に計上する。この変更により、日本基準と国際財務報告基準（IFRS 第 16
号）や米国基準（Topic842）との整合性が取れ、国際的な比較が従来より容易になる。 

図表 1: リース会計基準の新旧比較 

 

出所 三菱 UFJ 信託銀行 

新基準適用による借手の財務への影響 

新基準により、借手の財務には図表 2 のような影響が生じるものと想定される。使用権資
産・リース負債の見積もりではリース料とリース期間が大きな変動要素となる 1ため、不動産

の賃貸借では、高額な賃料や長期間の契約（過去に設定された借地契約等）が見積もりに大き

く影響する可能性がある。新基準が適用される対象は上場企業グループや会社法上の大会社等

1 万社以上と広範囲に及び、各企業では社内の契約を洗い出し、新基準適用後の財務影響の検
証を進めているようだ。特にリース取引が多い小売、ホテル、運輸、倉庫、不動産等の業界で

は、自己資本比率が数十ポイント低下する、B/S が数千億円規模で増加する、といったシミュ
レーションもなされており、投資家の評価や資本市場での見え方に影響を与える可能性がある
2。そこで本稿では、新基準の適用に伴う企業の行動変容について考察する。 
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1   使用権資産・リース負債は、主にリース期間中に発生する総リース料を現在価値に割引いて算出される。詳細は企業会計基準第 34号参照。 
2   信用格付においては、会計基準の変更による財務指標の悪化のみを理由に格付を見直すことは考えにくいとされている。また、2019

年の IFRS 基準での適用時は、基準変更による財務影響への丁寧な説明が求められたものの、不動産戦略に関して目立った動きは見ら
れなかった。IFRS 基準を採用する企業（2019 年当時 200 社強）の多くは、投資家によるグローバルな比較を意識する傾向が強く、比
較的大規模で十分な経営体力があったため、基準変更による影響が軽微であったと考えられる。 

図表 2: 借手の財務への影響 

 
出所 三菱 UFJ 信託銀行 

借手の行動変容（仮説） 

新基準の本質は、これまでオフバランスされて見えづらかった投資効果やリスクが可視化さ

れ、投資回収への期待度が明確化されることにある。すなわち、今後は賃借であっても保有と

同様に投資効率の検証が企業に求められる。新基準では、まず「1．リースに該当する取引を

識別」し、「2．該当取引についてリースを構成する部分を明確化」した上で、「3．使用権資

産・リース負債を見積もる」必要がある。財務指標等への影響を最小限に留めることを目的と

する場合、このプロセスにおいて、まずは現状のリース取引が財務指標に与える影響を分析し

た上で、投資形態（契約そのものもしくは契約条件等）を見直し、B/S への計上額を抑えるこ

とが重要な戦略となる。 

1 リースに該当する取引を識別 -契約の見直し- 

① リースに該当しないサービス等の活用 

新基準では、リースに該当する要件として、「資産が特定されていること」及び「特定され

た資産の使用を支配する権利が借手に移転していること」を挙げている。逆に言えば、これら

に当てはまらない取引はリースに該当しないため、同様の効果が得られるリース非該当のサー

ビスや賃借形態を活用することが考えられる。例えば、複数の企業が共同で利用し、使用フロ

アや区画が特定されず時間帯によって空いているスペース・個室を使用するシェアオフィスや

コワーキングスペースのようなオフィスは、働き方や拠点の規模、設置目的とマッチする場合

には活用の選択肢となろう。 

② 賃借から保有への切替え 

賃借による「オフバランス」のメリットは新基準では消失する。そのため長期使用が見込ま

れる本社や主要拠点、立地の希少性が高い物件や自社仕様の設備を導入し代替が難しい物件、

企業オーナー個人から会社が賃借している物件等は、賃借から保有への切替えが検討される可

能性がある。また、過去にセール＆リースバックによりオフバランスした資産も、その効果が

減殺されて買戻しが行われることも考えられる 3。但し、所有者との協議を要し、所有者コスト

（固定資産税等）の負担や不動産価格変動リスクが伴う等のハードルがある。また、同じ負債

でも見積もられたリース負債とキャッシュアウトを伴う借入負債とでは財務への影響も異なる

ため、現時点では積極的に動く企業は少ないと思われるが、選択肢として排除されるものでは

ないだろう。 
3   買戻し特約等がなく、売却取引としてオフバランス処理が認められていることが前提となる。 

悪化改善

 自己資本比率（負債の増加による）

 ROA（総資産の増加による）

 負債比率（負債の増加による）

 流動比率（流動負債の増加による）

 財務活動によるCF（リース負債返済の増加による）

 インタレスト・カバレッジ・レシオ（支払利息の増加による）

 営業利益
（支払利息が営業外費用に移行することによる）

 営業活動によるCF
（リース負債の返済が財務CFに移行することによる）

 EBITDA
（税引前利益+特別損益+支払利息＋減価償却費）
（減価償却費の増加による）
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2 リースを構成する部分を明確化 -契約条件の見直し その 1- 

賃料とサービス区分の明確化 

リース契約における対価は、「リースを構成する部分」と「リースを構成しない部分」に区

分される。不動産賃貸借における賃料等は前者に該当して B/S に計上され、共益費や管理費等
は後者に該当して計上されない（図表 3）。そのため、共益費込みの賃料については賃料と共益
費を明確に区分する、賃料と共益費が区分されている契約についてはその割合を見直す、とい

った動きが予想される。但し、共益費の設定が共用部分の維持・管理の実態と大きく乖離した

設定は認められにくい。また、賃料と共益費等の割合の見直しは、貸手にとっては収支構造を

明かすことに繋がりかねず、慎重な対応となる可能性がある。 

3 使用権資産・リース負債を見積もる -契約条件の見直し その 2- 

① リース料 

過去に設定された賃料の妥当性が再検討され、賃料の見直しが進む可能性がある。また、新

基準では指数やレートを基礎としない変動リース料 4は、リース負債や使用権資産の算定に含

まれるリース料に該当しない（図表 4）。借手側では見積もり額を抑えるため、変動賃料の導入
を検討する動きが予想される。貸手にとってはコロナ禍で変動賃料のリスクが顕在化したが、

現状のようなインフレ局面では変動賃料の導入が進む傾向がある。 
4   借手の活動や業績に応じて決まる変動賃料で、商業施設における売上連動型やホテルにおける GOP（営業総利益）連動型等が代表例。 

② リース期間 

リース期間は契約上の賃借期間だけでは決まらず、形式よりも賃借の実態や事業内容に照ら

した重要性等、経済的インセンティブが重視される。 

所定の条件での途中解約や更新が可能な普通借家・借地契約は、実際の賃借期間は契約期間

通りではない場合が多い。例えば 2 年の普通借家契約の場合、本社等の主要拠点で更新を繰り
返し、当面移転予定がなく内装を改修して継続使用が見込まれるといった実態があれば、実際

の賃借期間は 2 年以上と見積もられる可能性が高い。そのため、リース期間が不要に長くなら
ないよう、移転の可能性がある場合にはその時期を明確化すること等が考えられる。一方、中

途解約条項がある普通借地権・旧借地権では、賃借の実態や、中途解約条項や解約に関連して

発生するコスト（違約金、解体コスト、除却損等）を勘案して、契約期間よりも短く見積もら

れる可能性もある。このように、普通借家・借地契約ではリース期間の見積もりに借手側の判

断が影響する。 

これに対し、定期借地・定期借家契約は原則として途中解約や更新がなく賃借期間が明確な

ため、リース期間は契約期間と一致する可能性が高い。 

図表 3: リースを構成する部分  図表 4: リース料の構成 

 

 

 

出所 三菱 UFJ 信託銀行  出所 三菱 UFJ 信託銀行 
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おける
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リースを構成する部分
（例：賃料）

リースを構成しない部分
（例：共益費、管理費）

リース料として
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リース料として
含まれない

※実務上の負担を考慮し、共益費部分も賃料と合わせて
リースを構成する部分として会計処理することも選択可能

契約に
おける
対価

固定賃料・
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借手の活動や業績に
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その他 -財務・経営管理の強化- 

① 減損リスクの増加 

新基準では使用権資産も減損対象となるため、不採算事業や店舗からの撤退判断が従来より

早まる可能性がある。貸手側はテナントの退去リスクを再認識する必要がある。 

② 実質リースの把握 

従来リースとして会計処理を行っていなかった、工場の受変電設備や太陽光パネル、データ

センターのサーバー設置スペース・自社専用ケーブル、製品在庫や社内文書等の倉庫保管サー

ビス等も新基準ではリースに該当する場合がある。その場合は、使用権資産及びリース負債を計

上する可能性がある。 

③ 賃借物件の見直しと契約管理・社内連携体制の整備 

賃借物件が多い場合、契約管理や見積もりの負担軽減のため、拠点の集約・再編等が進む可

能性がある。また、一般的には契約更新や条件変更は総務担当部署が対応し、経理担当部署に

は賃料支払の準備時点で必要な情報のみが連携される。しかし、新基準では条件変更等が見積

もり額に直接影響する場合がある。情報連携の遅れが財務諸表の正確性や減損の兆候把握に支

障を来しかねないため、適切な契約管理や情報連携体制の整備が求められる。 

④ 大会社基準への影響 

上場会社の連結子会社等で、リース負債の増加で負債総額が 200 億円以上となり、会社法上
の大会社に該当する場合がある。その場合、会計監査人の設置や損益計算書の公告義務等が発

生し追加コストを要するため、大会社移行を避けるために少額リースの簡便的な取扱い 5を検

討するケースが予想される。例えば、家賃水準が抑えられる地方・郊外等で、かつ長期的な使

用が見込まれない寮・社宅では、一定金額以下の物件が選定される可能性がある。 

5  1 件当たりのリース料が 300 万円以下の場合、使用権資産及びリース負債を計上しない取扱いが認められる。例えば、借上げの寮・社宅
で 2 年契約・家賃月 12.5 万円以下の場合、リース料総額が 300 万円以下となる。適用の条件は「リースに関する会計基準の適用指針」参照。 

会計基準の国際化は企業価値の向上への足掛かりに 

新基準は企業財務の透明性を高め、投資効果の可視化を促進するものと言える。財務指標の

変動や会計処理の負担が増加するものの、企業にはより戦略的な経営が求められ、経営の透明

性が向上する。国際的な投資家へのアピール機会が拡大し、企業価値の向上、持続的な成長を

後押しすることが期待される。 

三菱 UFJ 信託銀行 不動産コンサルティング部 
藤森貴士・黒澤直子 

本資料は、お客さまに対する情報提供のみを目的としたものであ

り、弊社が特定の有価証券・取引や運用商品を推奨するものではあ

りません。 

本資料は執筆者個人の見解に基づくものであり、弊社としての統一
的な見解を公式に表明するものではありません。 

ここに記載されているデータ、意見等は弊社が公に入手可能な情報
に基づき作成したものですが、弊社および執筆者はその正確性、完
全性、情報や意見の妥当性を保証するものではなく、また、当該デ

ータ、意見等を使用した結果についてもなんら保証するものではあ
りません。税務・会計・法務等に関する事項に関しては、予めお客
様の顧問税理士、公認会計士、弁護士等の専門家にご相談の上、お

客様の責任においてご判断ください。 

本資料に記載している見解等は本資料作成時における判断であり、
経済環境の変化や相場変動、制度や税制等の変更によって予告なし

に内容が変更されることがありますので、予めご了承ください。 

弊社および執筆者はいかなる場合においても、本資料を提供したお 

客さまならびに直接間接を問わず本資料を当該お客さまから受け取

った第三者に対し、あらゆる直接的、特別な、または間接的な損害

等について、賠償責任を負うものではなく、お客さまの弊社に対す
る損害賠償請求権は明示的に放棄されていることを前提とします。
本資料は弊社の著作物であり、著作権法により保護されておりま

す。弊社の事前の承諾なく、本資料の全部もしくは一部を引用また
は複製、転送等により使用することを禁じます。 

本資料で紹介・引用している金融商品等につき弊社にてご投資いた

だく際には、各商品等に所定の手数料や諸経費等をご負担いただく
場合があります。また、各商品等には相場変動等による損失を生じ
る恐れや解約に制限がある場合があります。なお、商品毎に手数料

等およびリスクは異なりますので、当該商品の契約締結前交付書面
や目論見書またはお客さま向け資料をよくお読み下さい。 

本資料は、「不動産の鑑定評価に関する法律」に基づく鑑定評価書

ではありません。 

上記各事項の解釈および適用は、日本国法に準拠するものとします。 

 


